
顧問弁護士のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

（オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内
　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail : mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371【千葉法律事務所】TEL：043-441-5831

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680

ハラスメント対応について

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

ハラスメントに関連する法改正と、会社が採るべき対応につ
いて、Q＆A方式で解説します。

A　既に対策を行うことが義務化されている従来のパワハラ・
セクハラ防止対策に加え、令和8年10月1日以降、新たに「カス
タマーハラスメント（カスハラ）対策」及び「求職者等に対す
るセクシャルハラスメント（求職者等セクハラ）対策」が義務
化されました。既に改正法が施行されていますので、まだ具体
的な対策を行っていない企業においては、対策を行うことが急
務となります。

A　カスハラとは、顧客等の言動であって、業務の性質等に照
らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより、労働者
の就業環境が害されるものを指します。
事業主に義務付けられる具体的な対策としては、①事業主の
方針等の明確化及びその周知・啓発、②相談体制の整備（相談
窓口の設置・周知等）、③事後の迅速かつ適切な対応（事実確認、
被害者配慮措置、再発防止措置等）、④対応の実効性確保（特に
悪質なカスハラへの対応方針の設定と周知・体制整備）、⑤プラ
イバシー保護のために必要な措置の実施及び周知、⑥相談等を
理由とする不利益取扱いの禁止方針の周知・啓発の6点が挙げら
れます。
②について、カスハラの相談窓口については、パワハラ・セ
クハラ等の他のハラスメントの相談窓口と同じものでも構いま
せんが、行為者が社外の人間ということで、相談窓口を分ける
対応も可能です。

また、④については、行為者の出入り禁止措置や警察への通
報等が想定されます。

A　求職者等セクハラとは、事業主が雇用する労働者による性
的な言動により、求職者やインターンシップ参加者、教育実習
生などの求職活動等が阻害されるものを指します。
企業に義務付けられる主な対策としては、①方針等の明確化

及び周知・啓発（禁止方針、対処方針、求職活動等ルールの明
確化）、②相談体制の整備（相談窓口の設定と求職者等への周知
等）、③事後の迅速かつ適切な対応（事実確認、被害者配慮、行
為者への措置、再発防止）、④相談者等のプライバシー保護措置
の実施及び周知、⑤事実確認等に協力した労働者等に対する不
利益取扱いの禁止方針の周知・啓発が定められています。
従来のパワハラ・セクハラ防止対策と重なる部分も多いです

が、一方で、従業員だけではなく、求職者等に対しても相談窓
口や各種方針の明示が必要である点等、特別の対策も必要にな
ります。
求職者等に対する相談窓口等の明示の方法について、指定は

ありませんが、リクルートサイトや自社ホームページ、採用活
動に利用しているパンフレット等への記載が想定されています。

近年のハラスメント関連法改正により、企業において新
たに義務化される対策の概要を教えてください。Q 「求職者等に対するセクシャルハラスメント対策」の対

象者や、義務付けられる措置について教えてください。Q

「カスタマーハラスメント（カスハラ）」の定義と、企業
に求められる具体的な防止対策は何ですか。Q

【渋谷法律事務所】
所属弁護士：常世　紗雪（とこよ　さき）

中央大学法学部法律学科卒業、一橋大学法科大学院修了。現
在は渋谷法律事務所に所属し、主に、交通事故、労働事件、離
婚・不貞問題を中心に活動を行う。コミュニケーションを疎か
にせず、ご依頼者様に心からご納得・ご理解いただけるように
説明することを心がけている。好きな言葉は「進まざる者は必

ず退き、退かざる者は必ず進む」。
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下記2名の弁護士が法人内で異動となりました。どうぞ、よろしくお願いいたします。

●東京事務所：	宇野 浩亮 弁護士（柏事務所より異動）

●渋谷事務所：	常世 紗雪 弁護士（東京事務所より異動）

弁護士異動のお知らせ

編集後記
1926年12月25日に始まった昭和の時代。もし元号がそのまま続いていれば、2026年は「昭

和100年」という大きな節目の年にあたります。  
昭和が幕を閉じて30年以上が経ち、令和も8年目を迎えました。激動の戦後復興や高度経済成

長、そしてバブルの隆盛まで、エネルギーに満ちあふれていたそんな時代から遠く離れた現代のデ
ジタル社会において、若者たちの間では純喫茶やレコード、フィルムカメラといった昭和の文化が
新鮮で魅力的なものとして定着しているとのこと。
ノスタルジーに浸るだけでなく、過去の歩みから何を学び、どのように未来へ繋いでいくのか。「昭

和100年」という幻の節目は、効率や速さが最優先されがちな現代を生きる私たちに、いま一度
足元を見つめ直し、手触りのある温かな豊かさを模索するためのきっかけを与えてくれています。

1　事案の概要
Xさんは、バイクで道路を走行していたところ、進行方向左側
の駐車場から合流しようとしてきた相手方車両と接触、転倒し
て負傷しました。
当初、Xさんに出された診断名は頚椎捻挫や打撲など軽傷のも

ののみで、相手方保険会社も特に異議を出すことなく治療費の
対応を行っていましたが、肩まわりの痛みがまったく引かない
ことに違和感を覚えたXさんが事故から3か月ほど経過した時点
で精密検査を受けたところ、肩の腱板損傷があることが判明し
ました。病院からは、怪我の状態から事故によるものと考えら
れると説明を受けたほか、より専門的な別の病院を紹介され、
そこで詳細な診察と手術を受けることを勧められました。しか
し、相手方保険会社にそのことを説明しても、「事故から3か月
も経過しており、事故による怪我かどうか不明である」と回答
され、むしろ「頚椎捻挫などの軽傷しか認められず、治療期間
としてはもう十分である」として治療費対応の打切りを宣告さ
れました。

2　弁護士の活動内容
Xさんには、自身の健康保険の利用を案内して、ひとまず紹介
された病院へ診察を受けに行っていただきました。診察を受け
たXさんから結果などをヒアリングしたところ、紹介元の病院と
同様に、事故によって生じた怪我である可能性が高いと説明さ
れたとのことでした。
そこで、弁護士から2つの病院にそれぞれ医療照会を行い、腱
板損傷が事故によるものと判断できる医学的根拠などについて
書面で回答を取り付けました。そして、両病院から出てきた回
答書面を相手方保険会社に送付するとともに、腱板損傷が間違
いなく事故によって生じたものであること、その治療のために
手術を実施したり、引き続き継続的な通院をしたりする必要性

があることを粘り強く説明していきました。
結果、相手方保険会社はこちらの主張を認め、手術・入院に

関する費用を含め、治療費対応が再開されました。最終的に、X
さんは、事故発生から通算して1年間の治療を自己負担なく受け
ることができたほか、治療期間相応の慰謝料を取得することが
できました。

3　事件を振り返って
病院で精密検査が行われていなかったり、検査結果が見落さ

れたりして、後になってから重大な傷病が判明することは、交
通事故事案では少なからず発生する現象です。今回、傷病が判
明してすぐに医療照会を行ってこちらに有利な回答を取り付け
ることができましたが、それでも本件のように交渉で保険会社
が任意に治療費の対応を再開することは非常に稀であり、保険
会社が意地でも姿勢を変えず結局裁判にまで発展するケースが
多いです。その意味では、今回の事案ではラッキーな要素もあっ
たとは思いますが、それでも裁判を見据えて早期に有利な材料
を形にしておくことは非常に重要です。お困りのことがあれば、
お気軽に弁護士へご相談ください。

交通事故解決事例

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371【千葉法律事務所】TEL：043-441-5831

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680

【東京法律事務所】
所属弁護士：宇野　浩亮（うの　こうすけ）

一橋大学法学部法律学科卒業、一橋大学法科大学院修了。現
在は東京法律事務所に所属し、主に、交通事故、労働事件、相
続、離婚・不貞問題、中小企業法務（労務問題）を中心に活動
を行い、ご依頼者様とのコミュニケーションを大切にし、信頼
される関係をしっかりと構築しながら解決に向けた活動を行

う。好きな言葉は「一期一会」。
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